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表紙の写真 
近江大橋（大津市丸の内町～草津市新浜町） 

近江大橋は、交通の確保と地域経済の発展、住民の福祉増進を目的に、県が 1971 年（昭和 46

年）12 月に有料道路として事業着手しました。その後、1972 年（昭和 47 年）４月に滋賀県道

路公社が県から事業を引き継ぎ、1974 年（昭和 49 年）9 月に開通し、今年で 50 周年を迎えま

した。開通後、交通量が大幅に増加しており、1985 年（昭和 60 年）３月には４車線化し、2013

年（平成 25 年）12 月に無料開放を行うとともに、県が管理を引き継ぎました。 

現在も、大津市と湖南地域の生活・産業経済を支える道路として多くの方々に利用されています。

また、琵琶湖の美しい景色を楽しむことができる場所としても知られ、ドライブやサイクリングの

人気スポットにもなっています。 



は  じ  め  に 

 
県が取り組む施策は、福祉や教育、インフラ整備など多岐にわたり、県民の皆さんの

暮らしと密接にかかわっており、皆さんが納めた税金がどのように活かされているのか、

理解と関心を持っていただくことが重要であることから、県では、「財政事情」として

年２回（５月と 11 月）定期的に公表しています。 

今回は、令和５年度決算の概要、令和６年度上半期における予算の補正状況やその執

行状況、各公営企業の業務状況等について報告するとともに、健全化判断比率などの各

種指標や地方公会計による財政状況についてお知らせします。 
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